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令和 3 年 5 月

令和 3 年度 令和 7 年度

１．事業概要

（１）

人

年

㎡

㎡

台

台

営 業 時 間 ０時～２４時

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度

駐車場の管理に関する業務を一括して行うため平成１

８年４月１日から利用料金制の指定管理者制度を導

入。以後、３年に１度更新。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

立 地 駅
建 設 後 ( 建 替 後 ) の

経 過 年 数

(駅前広場)　４２

   （駅横）   ２４

駐 車 場 使 用 面 積
（駅前広場）　４５０

（駅横）　２，３４３
収 容 台 数

２０

７３

職 員 数 0 施 設 名
小樽市駅前広場駐車場及び

小樽市駅横駐車場

種 類 都市計画駐車場 構 造 広場式

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事　業　形　態

法適(全部適用･一部適用)

非 適 の 区 分
法非適 事 業 開 始 年 月 日

 昭和54年1月1日(駅前広場)

 平成８年９月５日（駅横）

小樽市駐車場整備事業経営戦略

団 体 名 ： 小樽市

事 業 名 ： 小樽市駐車場事業

※本来は10か年計画であるが、駅前再開発に関する計画策定が今後10年以内に想定されているため、駅前広場・駅横駐車場の経営に影響す

る可能性が高いことから、5か年計画で策定する。

1 ページ



（２）料　金　形　態

営業時間

　小樽市駅横駐車場

営業時間

（３）現在の経営状況

駅横駐車場については、定期駐車券制もあることから安定した収入が見込める。

駅前広場駐車場については、駅横駐車場よりも稼働率が良好であるが、駅横駐車場よりも売上高が低くなっ

ている。理由としては、収容台数の違いと駅前広場駐車場の料金が最初の30分まで無料であるためである

が、駅前広場駐車場の設置目的は駅前の混雑緩和であり、短時間利用者を想定しているため、現在の収益状

況は想定どおりといえる。

共通事項 　・回数券（２，６００円）の利用可　※１３０円券２２枚綴り

料 金 形 態 の 考 え 方

条例における料金は近隣駐車場の料金を調査し、その平均額を参考として設定する

が、その範囲内で指定管理者の責任において決定する。ただし、あらかじめ市長の

承認を受けなければならない。

また、上記のほかに定期駐車券制として月額１４，３００円の料金形態もある。

料 金 改 定 年 月 日

(消費税のみの改定は含まない)
令和2年4月1日

８時～２２時 ２２時～８時
車種

普通自動車(小型自動車、軽自動車を含む)

※全長４．９ｍ、全幅１．９ｍ以内

３０分ごとに　１３０円 １時間ごとに　５０円

(条例においては１時間ごとに270円) (条例においては１時間ごとに130円）

共通事項
　・最初の３０分まで無料

　・回数券（１冊２，０００円）の利用可　※１００円券２２枚綴り

料 金 形 態 の 考 え 方

条例における料金は近隣駐車場の料金を調査し、その平均額を参考として設定する

が、その範囲内で指定管理者の責任において決定する。ただし、あらかじめ市長の

承認を受けなければならない。

料 金 改 定 年 月 日
(消費税のみの改定は含まない)

平成18年4月1日

　小樽市駅前広場駐車場

８時～２２時 ２２時～８時
車種

普通自動車(小型自動車、軽自動車を

含む)

※全長4.9ｍ、全幅1.9ｍ以内

２０分ごとに　１００円 １時間ごとに　５０円

（条例においては３０分ごとに　２１０ 円）
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２．将来の事業環境

（１）駐車場需要の見通し

※両グラフとも令和元年度までは実績

（２）利用料金収入の見通し

（３）施設の見通し

（４）組織の見通し

平成１８年度から利用料金制の指定管理者制度を導入しており、今後も同様の体制の予定。

令和２年度において、両駐車場を合わせた売上は前年比の約６２％を見込んでいる。

売上から必要経費等を差し引いた金額の２分の１が市の歳入となるが、必要経費等については大きく変わら

ないため、市の歳入の大幅な落ち込みを予測している。

令和３年度については、売上はコロナ禍の影響を受ける前の令和元年度比８０％を予測し、令和４年度には

令和元年度並みの回復を見込んでいる（必要経費等については、令和元年度並みと見込む）。

両駐車場は立体駐車場ではなく広場式であり、現在、駐車場内のアスファルトに劣化も見られず、老朽化が

見られない状態である。また、施設の規模についても現時点で適正であると判断し、本計画期間内における

更新については予定はないが、今後、必要に応じて検討する。

コロナ禍により令和2年度の需要は大幅に減少することが見込まれる。

近年、駅前の交通量は減少傾向にあり、市の人口減少も相まって交通量が増加に転じる要素はないが、令和

元年度まで利用台数は増加していたため、今後利用台数は緩やかに回復し、令和４年度には令和元年度並み

の水準に回復するものと予測している。

　利用料金制の指定管理者制度の導入により、両駐車場の売上

から必要経費等を差し引いた金額の２分の１を市の歳入（駐車

場管理代行業務精算金収入）としている。

※令和元年度までは実績
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

①　今後の投資についての考え方・検討状況

駐車場の配置の適正化
指定管理者制度を導入以来、利用台数・料金収入が順調に伸び、安定した運営状況

であるため、配置は適正なものと考えている。

投 資 の 平 準 化
現時点で改築・更新の必要性は低いため今期の計画において投資を予定せず、今

後、必要に応じて検討する。

そ の 他 の 取 組 　―

計画初年度はコロナ禍の影響からの回復期と予測し、最終的には影響を受ける前の令和元年度並みの料金収

入を目指すものとする。

利用拡大のため、指定管理者と協力し施設利用の周知を図る。

利用料金制の指定管理者制度の導入により市が負担する経費等はない。

指定管理者に対しては、必要に応じて経費の削減について求めていくものとする。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

民 間 活 用 利用料金制の指定管理者制度を導入済みであり、今後も継続していくもの。

・道路交通の円滑化

目 標 計画期間内の投資を予定していないため目標を設定しない。

目 標
　歳入（駐車場管理代行業務精算金収入）

　令和３年度　2,400千円　→　令和７年度　5,450千円（令和元年度並み）

小樽駅利用者の利便性や交通混雑を緩和することで、利用者が安心して安全に利用できるよう道路交通

の円滑化を図る。

・経営の効率化

将来に渡り安定した駐車場経営を目指し、指定管理者制度の継続、指定管理者に対しては経費の削減に

ついて求め、経営の効率化を図る。
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②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経営戦略の事後検証､

改定等に関する事項

５年ごとの計画見直しを基本とする。

計画期間中に２度、指定管理者選定の機会があり（令和４年度、７年度の予定）、

この際に駐車場運営状況の点検を行い、５年ごとの計画見直しの参考とする。

令和４年度の指定管理者選定の際、計画と大幅な乖離が生じた際、その乖離の原因

が将来に影響を及ぼす内容であれば、計画を見直す。

そ の 他 の 取 組

事業の意義、提供する

サービス自体の必要性

駅前広場駐車場は小樽駅利用者の利便性と駅前広場の混雑を緩和することを目的と

している。

駅横駐車場は中心市街地の交通混雑を緩和するとともに違法駐車をなくすことを目

的としている。

両駐車場ともに市民の安全を守るために設置されたものであり、市のサービスとし

て必要なものである。

公 営 企 業 と し て

実 施 す る 必 要 性
　―

委 託 料

管 理 運 営 費

職 員 給 与 費

繰 入 金 　―

資産の有効活用等による

収 入 増 加 の 取 組
　―

そ の 他 の 取 組 　―

料 金
令和２年度から新料金形態を導入しているが、今後の状況に応じて適正な料金を設

定していく。

利用者増加に向けた取組 指定管理者独自の取組のほか､市としてホームページなどで市民に周知をしていく｡

企 業 債 　―

指定管理者が、収受した料金収入を管理費用に充当し、料金収入総額が管理

費用を上回った場合は上回った額の５０％を指定管理者の収入としているこ

とから、市としての経費等は基本的に生じない。
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 5,715 5,461 225 2,400 5,450 5,450 5,450 5,450

（１） (B) 5,715 5,461 225 2,400 5,450 5,450 5,450 5,450

ア 5,715 5,461 225 2,400 5,450 5,450 5,450 5,450

イ (C)

ウ

（２）

ア

イ

２ (D)

（１）

ア

イ

（２）

ア

イ

３ (E) 5,715 5,461 225 2,400 5,450 5,450 5,450 5,450

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

収 支 差 引 (A)-(D)



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

(J) 5,715 5,461 225 2,400 5,450 5,450 5,450 5,450

(K)

(L)

(M)

(N) 5,715 5,461 225 2,400 5,450 5,450 5,450 5,450

(O)

(P)

(Q)

(Q)

(B)-(C)

(A)

(D)+(H)

(S) 5,715 5,461 225 2,400 5,450 5,450 5,450 5,450

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 令和元年度 令和２年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第 22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

令和３年度

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

地方財政法施行令第 16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

）

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

赤 字 比 率 （ ×100

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

収 支 再 差 引 (E)+(I)


